
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費

33億7,575万5千円

22.9%

扶助費

33億4,098万3千円

22.6%

繰出金

16億4,526万6千円

11.1%

補助費等

15億7,289万3千円

10.7%

物件費

24億4,142万4千円

16.5%

投資的経費

13億765万7千円

8.9%

その他

5,396万8千円

0.4%公債費

8億3,746万8千円

5.7%

維持補修費

1億8,298万9千円

1.2%

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

公 債 費 8億3,746万8千円 8億8,101万2千円 ▲4,354万4千円

合 計 147億5,840万3千円 153億4,071万4千円 ▲5億8,231万1千円

維 持 補 修 費 1億8,298万9千円 1億6,006万4千円 2,292万5千円

そ の 他 5,396万8千円

補 助 費 等 15億7,289万3千円 13億8,545万9千円 1億8,743万4千円

4,226万6千円 1,170万2千円

投 資 的 経 費 13億765万7千円 28億7,116万2千円 ▲15億6,350万5千円

物 件 費 24億4,142万4千円 20億8,845万6千円 3億5,296万8千円

繰 出 金 16億4,526万6千円 16億3,985万4千円 541万2千円

人 件 費 33億7,575万5千円 30億6,699万3千円 3億876万2千円

扶 助 費 33億4,098万3千円 32億544万8千円 1億3,553万5千円

科 目 令和３年度予算額 令和２年度予算額 増減額

27.7

▲ 3.8

10.1

4.2

13.5

▲ 54.5

▲ 4.9

14.3

16.9

0.3

増減率

歳出総額 

147 億 5,840 万 3 千円 



 

  

○人件費（+3 億 876 万 2 千円） 

・職員給与関係事業 定年退職者数の増による退職手当の増加など（+約 9,600 万円） 

・非常勤職員関係事業 会計年度任用職員の期末手当平年度化による増加（+約 8,900 万円） 

 

○扶助費（+1 億 3,553 万 5 千円） 

・民間保育所等助成事業  

認定こども園入所児童見込数の増による施設型給付費の増加（+約 7,400 万円） 

・児童発達支援事業 利用者数の増などにより障がい児通所給付費が増加（+約 4,200 万円） 

・障がい者自立支援給付事業 利用者数の増などにより介護・訓練等給付費が増加（+約 2,500 万円） 

・児童手当給付事業 児童数の減少により児童手当費が減少（▲約 1,400 万円） 

 

○物件費(+3 億 5,296 万 8 千円） 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業が皆増（+約 1 億 9,900 万円） 

・小学校教育情報化推進事業 校務支援システム導入により電子計算機器賃借料が皆増（+約 2,000 万円） 

・電子計算システム管理事業  

町内システム等のクラウド移行に伴う情報システムクラウド使用料が増加（+約 1,600 万円） 

・ホームページ管理事業  

ホームページリニューアルに伴うホームページ構築委託料が皆増（+約 1,400 万円） 

・道路新設改良事業 第３次道路整備計画策定業務委託料などの増加（+約 1,300 万円） 

 

○補助費等（+1 億 8,743 万 4 千円） 

・し尿処理場運営事業 

 し尿処理委託にかかるし尿及び浄化槽汚泥処理負担金が皆増（+約 1 億 800 万円） 

・町制施行 70 周年記念事業 70 周年懇話会補助金が皆増（+約 6,300 万円） 

 

○投資的経費（▲15 億 6,350 万 5 千円） 

・保育所運営事業 西保育所大規模改修にかかる工事請負費の皆増（+約 1 億 4,900 万円） 

・小学校大規模改造事業  

東小学校大規模改造工事にかかる大規模改修工事費が増加（+約 7,600 万円） 

・中学校維持管理事業  

熊取北中学校及び熊取南中学校のトイレ洋式化に伴う維持修繕工事費が増加（+約 7,600 万円） 

・熊取駅西整備事業が皆減（▲約 14 億 7,700 万円） 

・し尿処理場運営事業  

し尿処理広域化にかかる泉佐野市田尻町清掃施設組合事務委託準備負担金が皆減（▲約 1 億 7,900 万円） 

・民間保育所等助成事業  

民間認定こども園の建替に伴う、民間保育所施設設備整備費等補助金が減少（▲約 1 億 7,500 万円） 

・道路維持事業  

橋りょうの修繕に係る工事請負費や、用地購入費が減少（▲約 1 億 6,400 万円） 

増減の主なもの 


